様式３

社会福祉法人設立計画書

	名称
	社会福祉法人　　　　　　　　　　　　　　　　設立予定年度　　　年度
	施　設　整　備　計　画　の　概　要
	敷地の
状況
	自己所有の場合の取得方法
	

	法人事務所
所在地
	（〒　　　　　）

	
	
	
	

	
	
	
	
	借地の場合
	所有者名
	
	法人との関係
	

	設置しようとす
る施設種別
	
	施設の
名　称
	
	定員
	名
	
	
	
	地目
	
	面積
	㎡

	地上権設　定
	有期
無期
	借料
	有償
無償

	施設所在地
	

	
	
	土地利用規制の状況及び解
除等の見込
	

	設立代表者
	氏名
	
	職業
	
	電話番号
	（自　宅）

（勤務先）

	
	
	
	

	
	住所
	（〒　　　　　）

	
	
	
	規模構造
	造　　　　階建　延べ　　　　　　　　㎡　　　　　

	
	
	
	
	
	
	整備費
支出内訳
	区　　　分
	金額（千円）
	備　　　　　考

	
	
	
	
	
	
	
	敷地造成工事費
	
	

	役員定数
	
	
	
	建築主体工事費
	
	

	設立事務担当者
	氏名
	
	電話番号
	（自　宅）

（勤務先）

	
	
	暖房設備費
	
	

	
	住所
	（〒　　　　　）

	
	
	
	
	浄化槽設備費
	
	単独浄化槽・合併浄化槽

	
	
	
	
	
	
	
	設計管理委託費
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	設備費
	
	初度設備　　　　その他

	設立当初の資産
	区　　　分
	金額（評価額）
	備　　　　考
	
	
	
	
	

	
	基本
財産
	土地　　　　㎡
	
	（地目）
	
	
	合　　計
	
	

	
	
	
	
	
	
	整備費
収入内訳
	国・道補助金
	
	

	
	運用

財産
	現　金
	施設整備資金
	
	
	
	
	民間補助金
	
	団体名（　　　　　　）

	
	
	
	運転資金
	
	（年間事業費の12分の1以上）
千円×1／12　　　千円
	
	
	市町村補助金
	
	市町村名（　　　　　）

	
	
	
	
	
	
	
	
	借入
	事業団
	
	（内訳別添のとおり）

	
	
	
	運営資金
	
	
	
	
	
	道新基金
	
	（内訳別添のとおり）

	
	
	
	
	
	
	
	
	寄附金
	
	

	
	合　　　　　　計
	
	
	
	
	自己資金
	
	

	贈与（寄附）
金額
	贈与(寄附)者
氏名
	施設建設
資金(千円)
	運転資金
　　　(千円)
	借入金償
還金(千円)
	
(千円) 
	合　　　計
(千円) 
	
	
	合　　計
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
社会福祉法人　　　　　　　　の設立計画については、上記並びに別添「役員等予定者調書」及び「独立行政法人福祉医療機構等借入金に係る調書」のとおりです。

　　平成　　年　　月　　日
　
　（宛先）小樽市長
社会福祉法人　　　　　　　　設立代表者　　　　　　　　

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計　　　　人
	
	
	
	
	
	


（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
02-5-①
独立行政法人福祉医療機構等借入金に係る調書（その１）

	計画概要
	施設種別
	
	施設名
	
	設置
主体
	名　称
	社会福祉法人　　　　　　新設・既設
	法人資産(　年度)
	内　訳
	金　額（千円）

	
	施設所在地
	
	
	所在地
	
	
	資産額
	基本財産
	

	
	整備区分
	
	定員
	　　→　　　人　
	
	
	
	
	
	運用財産
	

	
	借入額
	　　　，　００千円
	借入期間
	　　年間
	施設の状況
	現在（　建設）
	整備面積
	整備後
	
	
	
	

	
	借入理由
	
	
	構造　　　　造
規模
　　　階建
延　　　　㎡
	㎡

取壊面積
㎡
	構造　　　　造
規模
　　　階建
延　　　　㎡
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	負債額
	

	事業計画
	事業計画
	実　行　額（千円）
	医療機構基準額（千円）
	
	
	
	
	
	正味資産額
	

	
	主体工事
	実行面積　　　　　　㎡
実行単価　　　　　　円

	基準面積　　　　　　㎡
基準単価　　　　　　円

	資　金　計　画
	財源内訳
	金　　額
（千円）
	建設資金寄附者状況
	氏　　名
	法人との
関　　係
	職業
	預金残額
(千円)
	寄附額
(千円)

	
	
	
	
	
	国庫補助金
	
	
	
	
	
	
	

	
	暖房設備費
	
	
	
	道費補助金
	
	
	
	
	
	
	

	
	浄化槽設備費
	
	
	
	民間補助金
	（　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	
	昇降機設備費等
	（昇降機・ソーラー）

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	敷地造成工事費
	実行面積　　　　　　㎡
実行単価　　　　　　円

	基準面積　　　　　　㎡
	
	市町村補助金
	
	
	合　　　　計
	人
	

	
	
	
	
	
	借入金
	医療機構
	
	保証人
	氏　名
	年齢
	法人との関係
	職業
	年間所得額
(千円)
	正味資産額
(千円)

	
	
	
	
	
	
	道新基金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	解体撤去費等
	（解体・仮棟・さく井）


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	寄附金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	自己資金
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設計管理費
	
	
	
	計
	
	
	合　　　　計
	人
	

	
	初度設備費
	
	
	償還額
	元　　金
	利　　子
	合　　計
	償還
財源
内訳
	市町村補助金
	寄附金
	合　　計

	
	その他設備費
	
	
	
	円

	円

	円

	
	円

	円

	円


	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	担保物件
	所有者
	法人との
関係
	職業
	区分
	面　積
（㎡）
	評価額
（千円）
	抵当権設定額の
残債額（千円）
	地上建物
の有無
	既往借入金の状況
	借　入　先
	借入
年月
	借入額
(千円)
	元利償還額
(千円)
	償還済額
(千円)
	未償還額
(千円)

	
	
	
	
	土地・建物
	
	
	
	有・無
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	土地・建物
	
	
	
	有・無
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	土地・建物
	
	
	
	有・無
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	土地・建物
	
	
	
	有・無
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	土地・建物
	
	
	
	有・無
	
	
	
	
	
	
	

	
	合　　　　　　　　　計
	
	
	－
	
	合　　　　計
	
	
	
	



（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。
02-5-②
独立行政法人福祉医療機構等借入金に係る調書（その２）

	償還金寄附者の状況
	左寄附者の保証人の状況
	備　考

	氏　　名
	年齢
（歳）
	法人との
関　　係
	職　業
	
正味資産額
(千円)
	
年間所得額
(千円)
	
寄附額
(千円)
	最多年次
寄附額
(千円)
	氏　　名
	年齢
（歳）
	法人又は
寄附者と
の関係
	職　業
	
正味資産額
(千円)
	
年間所得額
(千円)
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　人
	
	---
	-----
	

	後援会寄附の場合
	後援会の名称
	過去２年間の決算額
	区　　　分
	年度
	年度
	左の不足額の寄附者
	氏　　名
	年齢
(歳)
	当該法人の役職名
	職　業
	正味資産額
(千円)
	年間所得額
(千円)

	
	
	
	収入
（うち会費収入）
	
（　　　　）
	
（　　　　）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	代表者氏名
	
	
	支出

うち建設資金等
入金償還金寄附
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	会員数及び１人
当たり会費額
（入所者の父母等）
	人
＠　　　　円/年・月
（　　　　　　　人）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）１　「整備区分」欄は、次により該当する項目を記載すること。[創設、増設、増改築、老朽改築、拡張、修繕、個室化、設備]
２　「施設の状況」欄のうち、構造については、耐火造、簡易耐火造、木造で区分し、記載すること。
３　「医療機構基準額」欄のうち、主体工事費は、実行面積・単価、医療機構基準面積・単価の各々低い数の面積と単価を乗じた額となり、敷地造成工事費は、主体工事費に係る基準面積の３倍以内の面積に主体工事費に係る実行単価を乗じて得た額となる。前記以外は実行額と同額となる。
４　「資金計画」欄のうち、借入額は、医療機構基準事業費から、国庫・道費補助金又は民間補助金を差し引いた額の８０％(児童自立支援施設など一部の施設については７５％)以内の額（道新基金は実行事業費の７５％以内）であること。民間補助金については、（　　）内に日自振等補助団体の名称を略記すること。
５　「担保物件」欄の評価額の７０％の額から抵当権設定額の残債額を差し引いた額の合計額が、借入額以上であること。
６　「保証人」は、原則として、理事長を含め２名以上（道新基金の場合は３名以上）とし、当該保証人の正味資産額の合計額が借入額以上であること。
７　「償還金寄附者」の年齢は、原則として、完済時８０歳以上であること。
８　設立法人の場合の償還金寄附者は、別添５を添付すること。
９　後援会が寄附を行う場合は、「償還金寄附者の状況」の「氏名」欄に“後援会”と記載し、「後援会寄附の場合」欄に必要事項を記載すること。
１０　欄が不足する場合は、適宜、別紙を作成し、記載すること。
１１　償還計画表を添付すること。
